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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績                 (記載金額は百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 110,480 △ 12.6 324 △ 71.0 233 △ 76.0
13年 9月中間期 126,443 0.2 1,118 △ 27.9 971 △ 28.8
14年 3月期 237,148 1,855 1,488

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 318 △ 34.6 3.39
13年 9月中間期 486 △ 23.5 5.19
14年 3月期 433 4.61
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    93,833,963 株   13年 9月中間期    93,839,861 株   14年 3月期    93,838,962 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当           0 円 　00 銭

14年 9月中間期 0.00 －    特別配当           0 円 　00 銭

13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 2.50

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 140,912 17,197 12.2 183.27
13年 9月中間期 158,373 17,120 10.8 182.44
14年 3月期 145,106 17,303 11.9 184.39
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期  　93,833,053 株　13年 9月中間期   93,839,642 株　14年 3月期  　93,836,891 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期       　7,257 株　13年 9月中間期        　668 株　14年 3月期       　3,419 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 232,000 900 500 2.50 2.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 33 銭 

※上記の予想は発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな

   要因によって異なる結果となる可能性があります。

   なお、上記予想に関する事項は、添付資料の４～５ペ－ジを参照して下さい。
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当中間期

14.9.30現在

前　　期

14.3.31現在

前期比増減
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中 間 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

期　別

科　目

［ 流 動 負 債 ］

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内償還社債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

その他の流動負債

［ 固 定 負 債 ］

社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職引当金

その他の固定負債

負 債 合 計

［ 資 本 金 ］

資 本 金

［ 資 本 剰余 金］

資 本 準 備 金

［ 利 益 剰余 金］

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

中間（当期）未処分利益

（中間（当期）純利益）

［ 評 価 差額 金］

その他有価証券評価差額金

［ 自 己 株 式 ］

自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

負 債 及 び 資 本 の 部

期　別

科　目
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売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

社 債 発 行 費 償 却

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

年金過去勤務債務処理益

前 期 土 地 売 却 損 修 正

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

特 別 退 職 金

子 会 社 株 式 評 価 損

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 　 利 　 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

経

常
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益

の
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部

営

業

損

益

営

業

外

損

益
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（単位：百万円）

当 中 間 期
自　平成14年 4 月 1 日
至　平成14年 9 月30日

増 減

（ △ 印 減 ）

期　　別

科　　目 金　　額

前 中 間 期
自　平成13年 4 月 1 日
至　平成13年 9 月30日

前 期
自　平成13年 4 月 1 日
至　平成14年 3 月31日

金　　額 金　　額 金　　額

中 間 損 益 計 算 書
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中間財務諸表作成の基本となる事項

資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的債券……………償却原価法（定額法）

②子会社株式及び関連会社株式移動平均法による原価法

③その他有価証券

時価のあるもの……………中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

（2）デリバティブ………………………時価法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

①商　　　　品…………………先入先出法による原価法

②販売用不動産…………………個別法による原価法

（4）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産…………………定率法

ただし、平成1 0年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　物　　3年～50年

②無形固定資産…………………定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア5年

（5）繰延資産の処理方法

社債発行費は、3年間で均等償却する方法によっております。

（6）引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金……… 従業員に支給する賞与に充てるため、中間期末在職従業員に対し支

払うべき未払賞与見積額を計上しております。

③退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、当会計期間期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、1 0年による按分額を費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（1 5年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④役員退職引当金……… 役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、支給内規に基づく

中間期末要支給額の50%を計上しております。
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（7）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務等は、中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益

として処理しております。

（8）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（9）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………デリバティブ取引（為替予約、通貨及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象………外貨建債権債務及び外貨建予定取引並びに借入金

③ヘッジ方針

当社の内部規程に基づき、将来の為替・金利変動リスク回避のために行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

事前評価及び事後評価は、比率分析等の方法によっております。

（10）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準）

当中間期から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を適用

しております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。なお、前中間期末及び前期末についても改正

後の表示区分に組替えております。
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（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額

２．受取手形裏書譲渡高

輸出手形割引高

３．担保に供している資産

現金及び預金

受取手形

たな卸資産

有形固定資産

投資有価証券

その他の投資等

対応する債務

短期借入金

長期借入金

固定負債「その他」（預り保証金）

社債発行に係る被保証額

４．固定化営業債権

固定化営業債権とは、「破産債権、更生債権、

その他これらに準ずる債権」である。

５．保証債務残高

（中間損益計算書関係）

１．減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

２．固定資産売却益の内容

土地等

器具及び備品等

３．固定資産除売却損の内容

土地等

建物等

器具及び備品等

8 , 1 9 0

2 8 3

－

4 1

2 5 , 3 1 5

7 4 0

1 1 , 4 2 4

3 2 2

1 5 5

1 4 , 3 9 6

1 3 , 4 4 6

4 1

4 , 6 5 0

3 , 7 5 4

2 6 6

4 9

－

0

－

0

0

7 , 9 3 0

4 0 3

8 4

4 1

2 6 , 3 3 5

7 4 0

1 1 , 5 7 0

3 6 2

1 5 5

1 2 , 9 9 6

4 , 5 0 4

4 1

1 6 , 4 2 5

4 , 2 6 2

5 4 3

7 8

2 7

－

4

2

2

7 , 6 6 3

6 3 3

1 9 6

4 1

2 6 , 8 0 7

7 4 0

1 1 , 8 1 9

2 9 8

1 5 5

1 6 , 7 0 0

3 , 0 0 0

4 1

1 1 , 9 4 0

2 , 5 8 3

2 6 6

2 9

2 7

－

－

1

1

（ 当 中 間 期 ） （ 前 　 　 期 ） （前中間期）

注記事項 （単位：百万円）
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リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（単位：百万円）

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

４．減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。

オペレ－ティング・リ－ス取引に係る未経過リ－ス料

（ 前 　 　 期 ）（ 前 中 間 期 ）

取 得 価 額相 当額

減 価 償 却 累 計 額

相 当 額

中間期末（期末）

残 高 相 当 額

機械装置及び運搬具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

機械装置及び運搬具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

機械装置及び運搬具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

6 2 6

8 8 8

1 7 9

1 , 6 9 4

3 1 4

4 5 7

8 0

8 5 3

3 1 1

4 3 0

9 8

8 4 1

（ 当 中 間 期 ）

6 2 8

7 5 9

1 7 0

1 , 5 5 8

3 2 9

4 0 7

8 8

8 2 5

2 9 9

3 5 1

8 1

7 3 2

6 0 8

9 0 7

1 8 1

1 , 6 9 8

2 7 8

4 1 9

6 5

7 6 2

3 3 0

4 8 8

1 1 6

9 3 5

（ 前 期 ）（ 前 中 間 期 ）

１ 年 内

１ 年 超

合 　 計

3 2 1百万円

5 4 3百万円

8 6 4百万円

3 2 7百万円

6 3 1百万円

9 5 8百万円

（ 前 期 ）（ 前 中 間 期 ）

支払リ－ス料

減価償却費相当額

支払利息相当額

3 7 6百万円

3 4 8百万円

3 0百万円

（ 当 中 間 期 ）

3 0 5百万円

4 5 0百万円

7 5 5百万円

（ 当 中 間 期 ）

1 8 4百万円

1 7 0百万円

1 1百万円

1 8 5百万円

1 7 0百万円

1 6百万円

（ 前 期 ）（ 前 中 間 期 ）

１ 年 内

１ 年 超

合 　 計

1 1百万円

1 4百万円

2 6百万円

（ 当 中 間 期 ）

1 0百万円

1 2百万円

2 3百万円

1 4百万円

1 8百万円

3 2百万円


